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第４次 第５次

488,101 488,101 530,625 530,625

1 総

学齢簿の編
製及び加除
訂正に係る
事務

学齢児童生徒の学齢
簿を作成し、義務教
育の完全な実施を確
保する

新入学
児童生
徒及び
児童生

徒

義
務

256
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 388
現状維

持
有り

増
や
す

1

学齢簿の編
製及び加除
訂正に係る
事務

新入学児童生
徒の学齢簿の
作成

作成時期
平成２０
年１０月

平成２０
年１０月

256
新入学児童生
徒の学齢簿の
作成

作成時期
平成２１
年１０月

388 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員の活用（平
成２０年度より臨時
市職員の活用済と
なっているが、さら
なる活用を行う）

維持

1

学齢簿の編
製及び加除
訂正に係る
事務

新入学児童生
徒の学齢簿変
更修正、学校
への通知事務

変更修正件数 ９５０件 ９２５件

新入学児童生
徒の学齢簿変
更修正、学校
への通知事務

変更修正件数 ９５０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

予算
なし

1

学齢簿の編
製及び加除
訂正に係る
事務

児童生徒の転
入・転出によ
る加除

加除件数 ７００件 ６２６件
児童生徒の転
入・転出によ
る加除

加除件数 ７００件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

予算
なし

1

学齢簿の編
製及び加除
訂正に係る
事務

氏名、続柄、
市内転居等に
よる訂正、変
更

訂正・変更の
回数

年１２回 年１２回

氏名、続柄、
市内転居等に
よる訂正、変
更

訂正・変更の
回数

年１２回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員の活用（平
成２０年度より臨時
市職員の活用済と
なっているが、さら
なる活用を行う）

予算
なし

1

学齢簿の編
製及び加除
訂正に係る
事務

学区再編に伴
う学齢簿シス
テム検証

システム改修
平成２１
年３月

平成２１
年３月

学区再編に伴
う学齢簿シス
テム検討

システム改修
平成２２
年３月

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 システムの導入
増
や
す

1

学齢簿の編
製及び加除
訂正に係る
事務

新設校開設に
伴う学齢簿シ
ステム検討

学齢簿システ
ム改修の方向
性を出す

平成２１
年３月

平成２１
年３月

新設校開設に
伴う学齢簿シ
ステム検討

学齢簿システ
ム改修準備

平成２２
年３月

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 システムの導入
増
や
す

2 総

学齢児童生
徒の就学及
び転出入学
に係る事務

学齢児童生徒の就学
及び転出入学を管理
する。

児童生
徒、外
国人児
童生徒
および
保護者

義
務

532
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 128
現状維

持
有り 維持

2

学齢児童生
徒の就学及
び転出入学
に係る事務

新入学児童生
徒への就学通
知書の発行

発行時期
平成２１
年１月

平成２０
年１２月

480
新入学児童生
徒への就学通
知書の発行

発行時期
平成２１
年１２月

102 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

2

学齢児童生
徒の就学及
び転出入学
に係る事務

転居等に伴う
転出入学事務

転入学手続件
数

３５０件 ４１３件 52
転居等に伴う
転出入学事務

転入学手続件
数

３５０件 26 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

2

学齢児童生
徒の就学及
び転出入学
に係る事務

区域外就学・
特別就学等に
係わる就学事
務

申請受付件数 ４００件 ３５７件

区域外就学・
特別就学等に
係わる就学事
務

申請受付件数 ４００件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2

学齢児童生
徒の就学及
び転出入学
に係る事務

小・中学校卒
業予定者名簿
の作成

作成時期
平成２１
年２月

平成２１
年２月

小・中学校卒
業予定者名簿
の作成

作成時期
平成２２
年２月

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

予算
なし

2

学齢児童生
徒の就学及
び転出入学
に係る事務

１７市学務関
係事務連絡協
議会

会議開催回数 ３回 ３回
１７市学務関
係事務連絡協
議会

会議開催回数 ４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2

学齢児童生
徒の就学及
び転出入学
に係る事務

私立・国立附
属学校からの
転入学

転入学手続件
数

１０件 ６件
私立・国立附
属学校からの
転入学

転入学手続件
数

１０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

予算
なし

2

学齢児童生
徒の就学及
び転出入学
に係る事務

外国人及び帰
国児童・生徒
に係る就学事
務

転入学手続件
数

４０件 ３２件

外国人及び帰
国児童・生徒
に係る就学事
務

転入学手続件
数

４０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

予算
なし

2

学齢児童生
徒の就学及
び転出入学
に係る事務

学区再編に伴
う就学事務

事前調査・就
学案内

平成２１
年３月

平成２１
年３月

学区再編に伴
う就学事務

事前調査・就
学案内

平成２２
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

学務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

学務課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

学務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

学務課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

3 総
就学援助に
係る事務

就学援助費受給世帯
への周知

受給者
義
務

472
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 729 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

現状維
持

有り 維持

3
就学援助に
係る事務

就学援助費口
座振込支給通
知

通知回数 年４回 年４回 472
就学援助費口
座振込支給通
知

通知回数 年４回 729 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員の活用（平
成２０年度より臨時
市職員の活用済と
なっているが、さら
なる活用を行う）

維持

4 総
学校旅行総
合保険に係
る事務

旅行中等の事故によ
り、学校側が負担す
る諸費用を担保す
る。

児童生
徒

政
策

270
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 290 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

4
学校旅行総
合保険に係
る事務

学校旅行総合
保険の加入等

保険対象事故
件数

１件（過
去５年間
の平均）

１件 270
学校旅行総合
保険の加入等

保険対象事故
件数

１件（過
去５年間
の平均）

290 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

5 総
校長会交付
金に係る事
務

市内小・中学校運営
の円滑化及び教職員
の資質向上

小・中
学校長

会

政
策

2,534
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 2,382 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

5
校長会交付
金に係る事
務

交付金の交付
に係る事務

交付時期
平成２０
年５月

平成２０
年５月

2,534
交付金の交付
に係る事務

交付時期
平成２１
年５月

2,382 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

6 総
教育事務委
託に係る事
務

湘南ライフタウン堤
地区を藤沢市へ教育
事務委託し、安全性
や区域内住民の利
便、行政の効率化を
図る。

児童・
生徒・
保護者

政
策

60,277
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 44,095 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
教育事務委
託に係る事
務

堤地区一部地
域児童生徒学
校教育事務の
藤沢市への委
託

負担金の交付
時期

平成２０
年１１月
及び平成
２１年５
月

平成２０
年１０月
及び平成
２１年５
月

60,277

堤地区一部地
域児童生徒学
校教育事務の
藤沢市への委
託

負担金の交付
時期

平成２１
年１１月
及び平成
２２年５
月

44,095
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6
教育事務委
託に係る事
務

教育事務委託
における藤沢
市編制学齢簿
に係る事務

通知回数 年２回 年２回

教育事務委託
における藤沢
市編制学齢簿
に係る事務

通知回数 年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
茅ヶ崎市育
英奨学事業

優れた生徒で経済的
理由により高等学校
等の修学に困難があ
る者に対し就学を奨
励することを目的と
する。

高等学
校、高
等専門
学校、
専修学
校の高
等課程
の生徒

政
策

14,744
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 16,709 3 育英奨学事業 未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

7
茅ヶ崎市育
英奨学事業

育英奨学金の
給付等

受給者数 １２５人 １１８人 14,744
育英奨学金の
給付等

受給者数 １３５人 16,709 3 育英奨学事業 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

増
や
す

7
茅ヶ崎市育
英奨学事業

育英奨学生の
選考

申込者数 ７０人 ６９人
育英奨学生の
選考

申込者数 ７０人 3 育英奨学事業
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総

要保護及び
準要保護児
童就学援助
（小学校）

経済的理由で就学困
難な場合必要な援助
を行う。

児童及
び保護

者

義
務

98,638
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 114,808 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

現状維
持

有り 維持

8

要保護及び
準要保護児
童就学援助
（小学校）

就学援助準要
保護世帯の申
請の適正な審
査

審査時期
当初分は
６月
他は毎月

当初分は
６月
他は毎月

就学援助準要
保護世帯の申
請の適正な審
査

審査時期
当初分は
６月
他は毎月

4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8

要保護及び
準要保護児
童就学援助
（小学校）

要保護世帯認
定処理・準要
保護世帯の認
定、否認定通
知

決定通知時期
当初分は
７月
他は毎月

当初分は
６月
他は毎月

要保護世帯認
定処理・準要
保護世帯の認
定、否認定通
知

決定通知時期
当初分は
７月
他は毎月

4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員の活用（平
成２０年度より臨時
市職員の活用済と
なっているが、さら
なる活用を行う）

予算
なし
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

学務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

学務課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

8

要保護及び
準要保護児
童就学援助
（小学校）

学校からの状
況報告、調書
の確認・認定
者への支給、
振込

支払件数
５，００
０件

４，８７
１件

96,744

学校からの状
況報告、調書
の確認・認定
者への支給、
振込

支払件数
５，００
０件

112,413 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

8

要保護及び
準要保護児
童就学援助
（小学校）

就学援助医療
費・めがね購
入費等事務

支払件数 ２００件 ２５５件 1,894
就学援助医療
費・めがね購
入費等事務

支払件数 ２００件 2,395 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

8

要保護及び
準要保護児
童就学援助
（小学校）

就学援助国庫
補助事務

各種調査の報
告回数

年６回 年６回
就学援助国庫
補助事務

各種調査の報
告回数

年６回 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総

特別支援教
育就学奨励
費に係る事
務（小学
校）

特別支援学級に就学
の際の経済的負担を
軽減するため一部を
補助する。

児童及
び保護

者

義
務

952
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 1,284 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

現状維
持

有り 維持

9

特別支援教
育就学奨励
費に係る事
務（小学
校）

特別支援教育
就学奨励費に
係る事務

受給者数 ３０人 ２４人 952
特別支援教育
就学奨励費に
係る事務

受給者数 ３０人 1,284 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

10 総

要保護及び
準要保護生
徒就学援助
（中学校）

経済的理由で就学困
難な場合必要な援助
を行う。

生徒及
び保護

者

義
務

43,334
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 58,211 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

現状維
持

有り 維持

10

要保護及び
準要保護生
徒就学援助
（中学校）

就学援助準要
保護世帯の申
請の適正な審
査

審査時期
当初分は
６月
他は毎月

当初分は
６月
他は毎月

就学援助準要
保護世帯の申
請の適正な審
査

審査時期
当初分は
６月
他は毎月

4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10

要保護及び
準要保護生
徒就学援助
（中学校）

要保護世帯認
定処理・準要
保護世帯の認
定、否認定通
知

決定通知時期
当初分は
７月
他は毎月

当初分は
６月
他は毎月

要保護世帯認
定処理・準要
保護世帯の認
定、否認定通
知

決定通知時期
当初分は
７月
他は毎月

4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員の活用（平
成２０年度より臨時
市職員の活用済と
なっているが、さら
なる活用を行う）

予算
なし

10

要保護及び
準要保護生
徒就学援助
（中学校）

学校からの状
況報告、調書
の確認・認定
者への支給、
振込

支払件数
２，００
０件

２，１３
９件

41,734

学校からの状
況報告、調書
の確認・認定
者への支給、
振込

支払件数
２，００
０件

56,514 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

10

要保護及び
準要保護生
徒就学援助
（中学校）

就学援助医療
費・めがね購
入費等事務

支払件数 １００件 １６７件 1,600
就学援助医療
費・めがね購
入費等事務

支払件数 １００件 1,697 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

10

要保護及び
準要保護生
徒就学援助
（中学校）

就学援助国庫
補助事務

各種調査の報
告回数

年６回 年６回
就学援助国庫
補助事務

各種調査の報
告回数

年６回 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11 総

特別支援教
育就学奨励
費に係る事
務（中学
校）

特別支援学級に就学
の際の経済的負担を
軽減するため一部を
補助する。

生徒及
び保護

者

義
務

1,163
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 1,507 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

現状維
持

有り 維持

11

特別支援教
育就学奨励
費に係る事
務（中学
校）

特別支援教育
就学奨励費に
係る事務

受給者数 ３０人 ２２人 1,163
特別支援教育
就学奨励費に
係る事務

受給者数 ３０人 1,507 4

要保護及準要
保護児童・生
徒就学援助に
係る事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

12 総

児童生徒の
事故報告及
び通学の安
全確保に係
る事務

児童生徒の通学等の
安全、健康管理、事
故防止に役立てる

児童・
生徒

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 326
現状維

持
有り 維持

12

児童生徒の
事故報告及
び通学の安
全確保に係
る事務

児童生徒の登
下校時の交通
事故の報告

報告件数

１１件
（過去５
年間の平
均）

１１件
児童生徒の登
下校時の交通
事故の報告

報告件数

１１件
（過去５
年間の平
均）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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第４次 第５次

488,101 488,101 530,625 530,625

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

学務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

学務課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

12

児童生徒の
事故報告及
び通学の安
全確保に係
る事務

児童生徒の死
亡報告の受理

報告件数 ０件 ０件
児童生徒の死
亡報告の受理

報告件数 ０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12

児童生徒の
事故報告及
び通学の安
全確保に係
る事務

通学路の把握
及び改善要望
の確認処理

要望件数 ３００件 ３１９件
通学路の把握
及び改善要望
の確認処理

要望件数 ３００件 326 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員の活用（平
成２０年度より臨時
市職員の活用済と
なっているが、さら
なる活用を行う）

維持

12

児童生徒の
事故報告及
び通学の安
全確保に係
る事務

通学路改善要
望の各課へ依
頼・回答処理

依頼回答件数 ３００件 ２８８件
通学路改善要
望の各課へ依
頼・回答処理

依頼回答件数 ３００件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

予算
なし

12

児童生徒の
事故報告及
び通学の安
全確保に係
る事務

茅ヶ崎市交通
安全対策連絡
調整会議（安
全対策課）で
連絡調整

開催回数 ４回 ３回

茅ヶ崎市交通
安全対策連絡
調整会議（安
全対策課）で
連絡調整

開催回数 年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総

例月の児童
生徒転入学
転出学報告
及び児童・
生徒数調査

小・中学校から児
童・生徒数の転出入
報告を受け集計す
る。

児童・
生徒

内
部

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 245
現状維

持
有り 維持

13

例月の児童
生徒転入学
転出学報告
及び児童・
生徒数調査

児童・生徒数
の転出・転入
報告受理及び
集計

集計回数 年１２回 年１２回

児童・生徒数
の転出・転入
報告受理及び
集計

集計回数 年１２回 245 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員の活用（平
成２０年度より臨時
市職員の活用済と
なっているが、さら
なる活用を行う）

維持

14 総
学校保健の
推進に係る
事務

学校保健の振興と充
実

学校長
等

内
部

840
事業の成果が出てい
る Ａ 840

現状維
持

なし 維持

14
学校保健の
推進に係る
事務

茅ヶ崎地区学
校保健会負担
金に係る事務

支払時期
平成２０
年６月

平成２０
年７月

315
茅ヶ崎地区学
校保健会負担
金に係る事務

支払時期
平成２１
年６月

315
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14
学校保健の
推進に係る
事務

学校歯科保健
会負担金に係
る事務

支払時期
平成２０
年７月

平成２０
年８月

460
学校歯科保健
会負担金に係
る事務

支払時期
平成２１
年７月

460
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14
学校保健の
推進に係る
事務

むし歯予防事
業交付金に係
る事務

交付時期
平成２０
年５月

平成２０
年７月

65
むし歯予防事
業交付金に係
る事務

交付時期
平成２１
年５月

65
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15 総
学校事故見
舞金の支給
に係る事務

学校事故により被災
した児童生徒の保護
者に対して見舞いを
目的として見舞金を
支給する

児童
生徒

政
策

298
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 300 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15
学校事故見
舞金の支給
に係る事務

見舞金の支払
に係る事務

支払件数 ０件 １１件 298
見舞金の支払
に係る事務

支払件数 ０件 300
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総

学校医等の
公務災害補
償の支給に
係る事務

災害により生じた損
害の補償及びその遺
族の生活の安定と福
祉の向上を図る

学校医
等

義
務

0
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 50
現状維

持
なし 維持

16

学校医等の
公務災害補
償の支給に
係る事務

補償金の支払
に係る事務

支払件数 ０件 ０件 0
補償金の支払
に係る事務

支払件数 ０件 50
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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488,101 488,101 530,625 530,625

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

学務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

学務課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

17 総

学校保健の
管理に係る
事務（小学
校）

学校保健の管理維持
及び充実

児童
義
務

29,665
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 29,672
現状維

持
有り 維持

17

学校保健の
管理に係る
事務（小学
校）

学校医等職務
の執行に伴う
報酬支払

支払回数 年２回 年２回 27,750
学校医等職務
の執行に伴う
報酬支払

支払回数 年２回 27,750 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

17

学校保健の
管理に係る
事務（小学
校）

各種管理委員
会の開催

会議開催回数 年５回 年５回 2
各種管理委員
会の開催

会議開催回数 年５回 3
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17

学校保健の
管理に係る
事務（小学
校）

シーツクリー
ニング等発注

利用状況によ
る衛生管理を
行った割合

1 1 583
シーツクリー
ニング等発注

利用状況によ
る衛生管理を
行った割合

1 573 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

17

学校保健の
管理に係る
事務（小学
校）

怪我等による
医療機関への
搬送用タク
シー借上げ

児童への緊急
対応回数

３１１回 ２５３回 303

怪我等による
医療機関への
搬送用タク
シー借上げ

児童への緊急
対応回数

３１１回 280 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

17

学校保健の
管理に係る
事務（小学
校）

保健室用備品
の発注

安全な環境を
整備した割合

1 1 1,027
保健室用備品
の発注

安全な環境を
整備した割合

1 1,066
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17

学校保健の
管理に係る
事務（小学
校）

学校医等の委
嘱

委嘱人数 １２０人 １２０人
学校医等の委
嘱

委嘱人数 １２０人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17

学校保健の
管理に係る
事務（小学
校）

学校医等の表
彰

表彰人数 ５人 ６人
学校医等の表
彰

表彰人数 ５人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17

学校保健の
管理に係る
事務（小学
校）

学校保健統計
及び実態調査
の連絡調整

調査依頼及び
集計の回数

年３回 年３回
学校保健統計
及び実態調査
の連絡調整

調査依頼及び
集計の回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17

学校保健の
管理に係る
事務（小学
校）

各種通知、照
会、回答、送
付

処理回数 年６０回 年６０回
各種通知、照
会、回答、送
付

処理回数 年６０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

18 総

学校環境衛
生管理に係
る事務（小
学校）

安全で快適な学校環
境の維持管理

児童
義
務

2,808
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 3,436
現状維

持
有り 維持

18

学校環境衛
生管理に係
る事務（小
学校）

学校環境衛生
基準に基づく
プール水質の
適正化を図る

検査学校数 １８校 １８校 1,798

学校環境衛生
基準に基づく
プール水質の
適正化を図る

検査学校数 １８校 1,943 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

18

学校環境衛
生管理に係
る事務（小
学校）

学校環境衛生
基準に基づく
教室内空気環
境検査等の実
施

検査学校数 １８校 １８校 1,010

学校環境衛生
基準に基づく
教室内空気環
境検査等の実
施

検査学校数 １８校 1,493 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

19 総

保健室の維
持管理に係
る事務（小
学校）

保健室の維持管理 児童
施
管

　 1,430
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 1,450 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

19

保健室の維
持管理に係
る事務（小
学校）

安全及び機能
維持をはかる
ための修繕施
工

機能維持を
行った割合

1 1 1,430

安全及び機能
維持をはかる
ための修繕施
工

機能維持を
行った割合

1 1,450
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

20 総
児童の健康
管理に係る
事務

児童の健康保持促進
をはかり、もって学
校教育の円滑な運営
に資する。

児童
義
務

16,413
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 17,141 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

現状維
持

有り 維持
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

学務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

学務課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

20
児童の健康
管理に係る
事務

就学時健康診
断補助員の雇
用

賃金支払時期
平成２０
年１２月

平成２０
年１２月

805
就学時健康診
断補助員の雇
用

賃金支払時期
平成２１
年１２月

814 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

心疾患・腎臓
疾患管理委員
会、結核対策
委員会の精密
検査判定会の
開催

開催回数 年５回 年５回 528

心疾患・腎臓
疾患管理委員
会、結核対策
委員会の精密
検査判定会の
開催

開催回数 年５回 528 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

保健用必需品
の調達

薬品等の不足
が発生した日
数

０日 ０日 2,111
保健用必需品
の調達

薬品等の不足
が発生した日
数

０日 2,120 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

就学時健康診
断に係る帳票
類作成

発注時期
平成２０
年９月

平成２０
年９月

123
就学時健康診
断に係る帳票
類作成

発注時期
平成２１
年９月

144 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

結核健診精密
検査に伴う医
薬材料購入

発注時期
平成２０
年５月

平成２０
年５月

10
結核健診精密
検査に伴う医
薬材料購入

発注時期
平成２１
年５月

11 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

結核健康診断
の実施

実施時期
平成２０
年４月か
ら６月

平成２０
年４月か
ら６月

1,700
結核健康診断
の実施

実施時期
平成２１
年４月か
ら６月

1,700 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

結核健診精密
検査の実施

実施時期
平成２０
年６月か
ら７月

平成２０
年６月か
ら７月

99
結核健診精密
検査の実施

実施時期
平成２１
年６月か
ら７月

120 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

蟯虫卵検査の
実施

実施時期
平成２０
年４月か
ら６月

平成２０
年４月か
ら６月

869
蟯虫卵検査の
実施

実施時期
平成２１
年４月か
ら６月

889 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

尿検査の実施 実施時期

平成２０
年４月か
ら平成２
１年３月

平成２０
年４月か
ら平成２
１年３月

3,366 尿検査の実施 実施時期

平成２１
年４月か
ら平成２
２年３月

3,589 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

心臓検診の実
施

実施時期
平成２０
年４月か
ら７月

平成２０
年４月か
ら７月

3,912
心臓検診の実
施

実施時期
平成２１
年４月か
ら７月

4,053 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

脊柱側わん症
検査の実施

実施時期
平成２０
年４月か
ら７月

平成２０
年４月か
ら７月

44
脊柱側わん症
検査の実施

実施時期
平成２１
年４月か
ら７月

45 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

新入学児の健
康診断の実施

実施校数 １８校 １８校 1,502
新入学児の健
康診断の実施

実施校数 １８校 1,548 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

学校伝染病証
明書の発行

証明書発行に
ともない適切
に処理できな
かった件数

０件 ０件 83
学校伝染病証
明書の発行

証明書発行に
ともない適切
に処理できな
かった件数

０件 210 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

検診機材の滅
菌委託

検診時期

平成２０
年４月か
ら６月及
び１１月

平成２０
年４月か
ら６月及
び１１月

1,243
検診機材の滅
菌委託

検診時期

平成２１
年４月か
ら６月及
び１１月

1,300 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

20
児童の健康
管理に係る
事務

学校医等の就
学時健診業務
従事

学校医等送迎
用タクシー借
上げの時期

平成２０
年１１月

平成２０
年１１月

18
学校医等の就
学時健診業務
従事

学校医等送迎
用タクシー借
上げの時期

平成２１
年１１月

70 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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続
性

学務課
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④
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民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

21 総

災害共済及
び損害補填
に係る事務
（小学校）

学校管理下の事故に
関わる災害共済給付
及び損害補填

児童及
び第３

者

義
務

13,781
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 14,417
現状維

持
有り 維持

21

災害共済及
び損害補填
に係る事務
（小学校）

給付金の支払
に係る事務

適正な振込が
できなかった
件数

０件 ０件 12,168
給付金の支払
に係る事務

適正な振込が
できなかった
件数

０件 12,716 可
必
要

不
可

不
可

有 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

21

災害共済及
び損害補填
に係る事務
（小学校）

災害共済給付
請求支払に伴
う振込

振込件数 ８６４件 ７９０件 330
災害共済給付
請求支払に伴
う振込

振込件数 ８６４件 350 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

21

災害共済及
び損害補填
に係る事務
（小学校）

学校災害賠償
保険請求・支
払

支払件数 ０件 ０件 1,249
学校災害賠償
保険請求・支
払

支払件数 ０件 1,307
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

21

災害共済及
び損害補填
に係る事務
（小学校）

施設賠償責任
保険請求・支
払

支払件数 ０件 ０件 34
施設賠償責任
保険請求・支
払

支払件数 ０件 44
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

22 総

学校施設の
整備に係る
事務（修
繕）

施設の維持管理 児童
施
管

3,964
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 16,000 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

22

学校施設の
整備に係る
事務（修
繕）

浜須賀小・緑
が浜小・香川
小・室田小給
食場改修工事

施設整備の完
了期限

平成２０
年８月

平成２０
年８月

3,964
梅田小、松林
小給食場改修
工事

完了期限
平成２１
年８月

16,000
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

23 総
学校施設の
整備に係る
事務(耐震）

施設の維持管理 児童
施
管

学校給食調
理場整備事
業

5,985 1
学校給食調理
場整備事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

23
学校施設の
整備に係る
事務(耐震）

柳島小給食場
耐震診断及び
改修設計

完了期限
平成２２
年３月

5,985 1
学校給食調理
場整備事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

24 総

小学校修学
旅行への医
療従事者の
派遣

安全・安心のある行
事の推進

児童
政
策

506
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 569 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

24

小学校修学
旅行への医
療従事者の
派遣

小学校修学旅
行医療従事者
の派遣

医療従事者派
遣人数

１２人 １２人 506
小学校修学旅
行医療従事者
の派遣

医療従事者派
遣人数

１２人 569
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

25 総

学校保健の
管理に係る
事務（中学
校）

学校保健の管理維持
及び充実

生徒
義
務

16,652
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 16,761
現状維

持
有り 維持

25

学校保健の
管理に係る
事務（中学
校）

学校医等職務
の執行に伴う
報酬支払

支払回数 年２回 年２回 15,375
学校医等職務
の執行に伴う
報酬支払

支払回数 年２回 15,375 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

25

学校保健の
管理に係る
事務（中学
校）

各種管理委員
会の開催

開催回数 年４回 年４回 2
各種管理委員
会の開催

開催回数 年４回 3
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25

学校保健の
管理に係る
事務（中学
校）

シーツクリー
ニング等発注

利用状況によ
る衛生管理を
行った割合

1 1 370
シーツクリー
ニング等発注

利用状況によ
る衛生管理を
行った割合

1 377 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

25

学校保健の
管理に係る
事務（中学
校）

怪我等による
医療機関への
搬送用タク
シー借上げ

生徒への緊急
対応回数

１７５回 １６８回 211

怪我等による
医療機関への
搬送用タク
シー借上げ

生徒への緊急
対応回数

１７５回 221 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持
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488,101 488,101 530,625 530,625

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

学務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

学務課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

25

学校保健の
管理に係る
事務（中学
校）

保健室用備品
の発注

安全な環境を
整備した割合

1 1 694
保健室用備品
の発注

安全な環境を
整備した割合

1 785
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25

学校保健の
管理に係る
事務（中学
校）

学校医等の委
嘱

委嘱人数 ６８人 ６８人
学校医等の委
嘱

委嘱人数 ６８人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25

学校保健の
管理に係る
事務（中学
校）

学校医等の表
彰

表彰人数 ５人 ４人
学校医等の表
彰

表彰人数 ５人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25

学校保健の
管理に係る
事務（中学
校）

学校保健統計
及び実態調査
の連絡調整

調査依頼及び
集計の回数

年３回 年３回
学校保健統計
及び実態調査
の連絡調整

調査依頼及び
集計の回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25

学校保健の
管理に係る
事務（中学
校）

各種通知、照
会、回答、送
付

処理回数 年６０回 年６０回
各種通知、照
会、回答、送
付

処理回数 年６０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

26 総

学校環境衛
生管理に係
る事務（中
学校）

安全で快適な学校環
境の維持管理

生徒
義
務

1,690
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 2,190
現状維

持
有り 維持

26

学校環境衛
生管理に係
る事務（中
学校）

学校環境衛生
基準に基づく
プール水質の
適正化を図る

検査学校数 ６校 ６校 1,093

学校環境衛生
基準に基づく
プール水質の
適正化を図る

検査学校数 ６校 1,420 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

26

学校環境衛
生管理に係
る事務（中
学校）

学校環境衛生
基準に基づく
教室内空気環
境検査等の実
施

検査学校数 １３校 １３校 597

学校環境衛生
基準に基づく
教室内空気環
境検査等の実
施

検査学校数 １３校 770 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

27 総

保健室の維
持管理に係
る事務（中
学校）

保健室の充実 生徒
施
管

0
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 50 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

27

保健室の維
持管理に係
る事務（中
学校）

保健室の修繕
施工

機能維持を
行った割合

1 1 0
保健室の修繕
施工

機能維持を
行った割合

1 50
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

28 総
生徒の健康
管理に係る
事務

生徒の健康保持促進
をはかり、もって学
校教育の円滑な運営
に資する。

生徒
義
務

8,135
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 8,596 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

現状維
持

有り 維持

28
生徒の健康
管理に係る
事務

心疾患・腎疾
患管理委員
会、結核対策
委員会の精密
検査判定会の
開催

開催回数 年４回 年４回 264

心疾患・腎疾
患管理委員
会、結核対策
委員会の精密
検査判定会の
開催

開催回数 年４回 308 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

28
生徒の健康
管理に係る
事務

保健用必需品
の調達

薬品等の不足
が発生した日
数

０日 ０日 1,443
保健用必需品
の調達

薬品等の不足
が発生した日
数

０日 1,447 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

28
生徒の健康
管理に係る
事務

結核健康診断
の実施

実施時期
平成２０
年４月か
ら６月

平成２０
年４月か
ら６月

750
結核健康診断
の実施

実施時期
平成２１
年４月か
ら６月

750 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

28
生徒の健康
管理に係る
事務

結核健診精密
検査の実施

実施時期
平成２０
年６月か
ら７月

平成２０
年６月か
ら７月

11
結核健診精密
検査の実施

実施時期
平成２１
年６月か
ら７月

36 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

28
生徒の健康
管理に係る
事務

尿検査の実施 実施時期

平成２０
年４月か
ら平成２
１年３月

平成２０
年４月か
ら平成２
１年３月

1,539 尿検査の実施 実施時期

平成２１
年４月か
ら平成２
２年３月

1,591 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持



業務棚卸評価シート（平成２１年度版） 9/19

第４次 第５次

488,101 488,101 530,625 530,625

事務事業の目的に対
する成果の状況
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③
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改善の内容

⑤
そ
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他

③
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間
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用
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に対す
る分析

①
目
的
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成
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予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
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重点事業
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21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
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減
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事
業
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総
括
フ
ラ
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事務事業名
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事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
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（合計）
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事務事業

実施計画
事業名
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決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

28
生徒の健康
管理に係る
事務

心臓検診の実
施

実施時期
平成２０
年４月か
ら７月

平成２０
年４月か
ら７月

3,483
心臓検診の実
施

実施時期
平成２１
年４月か
ら７月

3,663 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

28
生徒の健康
管理に係る
事務

脊柱側わん症
検査の実施

実施時期
平成２０
年４月か
ら７月

平成２０
年４月か
ら７月

0
脊柱側わん症
検査の実施

実施時期
平成２１
年４月か
ら７月

45 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

28
生徒の健康
管理に係る
事務

学校伝染病証
明書の発行

証明書発行に
ともない適切
に処理できな
かった件数

０件 ０件 2
学校伝染病証
明書の発行

証明書発行に
ともない適切
に処理できな
かった件数

０件 26 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

28
生徒の健康
管理に係る
事務

検診機材の滅
菌委託

検診の時期

平成２０
年４月か
ら６月及
び１１月

平成２０
年４月か
ら６月及
び１１月

643
検診機材の滅
菌委託

検診の時期

平成２１
年４月か
ら６月及
び１１月

730 8
児童生徒の健
康管理に係る
事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

29 総

災害共済及
び損害補填
に係る事務
（中学校）

学校管理下の事故に
関わる災害共済給付
及び損害補填

生徒児
童及び
第３者

義
務

6,116
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 6,330
現状維

持
有り 維持

29

災害共済及
び損害補填
に係る事務
（中学校）

給付金の支払
に係る事務

適正な振込が
できなかった
件数

　　０件 　　０件 5,322
給付金の支払
に係る事務

適正な振込が
できなかった
件数

　　０件 5,494 可
必
要

不
可

不
可

有 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

29

災害共済及
び損害補填
に係る事務
（中学校）

災害共済給付
請求支払に伴
う振込

振込件数 ６４２件 ５８０件 230
災害共済給付
請求支払に伴
う振込

振込件数 ６４２件 252 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

29

災害共済及
び損害補填
に係る事務
（中学校）

学校災害賠償
保険請求・支
払

支払件数 　　０件 　　０件 549
学校災害賠償
保険請求・支
払

支払件数 　　０件 565
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

29

災害共済及
び損害補填
に係る事務
（中学校）

施設賠償責任
保険請求・支
払

支払件数 　　０件 　　０件 15
施設賠償責任
保険請求・支
払

支払件数 　　０件 19
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30 総

中学校修学
旅行への医
療従事者の
派遣

安全・安心な行事の
推進

生徒
政
策

506
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 1,267 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

30

中学校修学
旅行への医
療従事者の
派遣

中学校修学旅
行医療従事者
派遣委託

医療従事者派
遣人数

　１３人 　１３人 506
中学校修学旅
行医療従事者
派遣委託

医療従事者派
遣人数

　１３人 1,267
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

31 総
学校給食の
管理に係る
事務

学校給食の提供 児童
義
務

3,109
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 7,424
現状維

持
なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

調理の工夫に
関する講習会
の開催

開催回数 年２回 年２回 40
調理の工夫に
関する講習会
の開催

開催回数 年２回 50
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

食物アレル
ギーへの対応
検討委員会の
開催

開催回数 年３回 年２回

食物アレル
ギーへの対応
検討委員会の
開催

開催回数 年3回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

食物アレル
ギーへの対応
マニュアルの
作成

作成期限
平成２１
年３月

平成２２
年３月

食物アレル
ギーへの対応
マニュアルの
作成

作成期限
平成２２
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

学校給食展の
開催

開催回数 年１回 ０回
学校給食展の
開催

開催回数 年１回 20
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
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必
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②
ニ
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客
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事
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活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

31
学校給食の
管理に係る
事務

給食食材発
注・納品伝票
等の印刷

発注回数 年１回 年１回 90
給食食材発
注・納品伝票
等の印刷

発注回数 年１回 94
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

給食従事者細
菌検査の実施

検査人数
３９７人
（月平
均）

３９７人
（月平
均）

1,727
給食従事者細
菌検査の実施

検査人数
３９７人
（月平
均）

5,982
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

食材細菌検査
（魚、野菜
等）の実施

実施回数
年２回
（１校）

年３回
（２校）

281
食材細菌検査
（魚、野菜
等）の実施

実施回数
年２回
（１校）

202
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

給食場内衛生
検査の実施

検査回数
年１回
（５校）

年１回
（１３施
設）

525
給食場内衛生
検査の実施

検査回数
年１回
（５校）

550
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

食品微生物検
査の実施

検査回数
年１回
（６校）

年１回
（５校）

38
食品微生物検
査の実施

検査回数
年１回
（６校）

63
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

遺伝子組換検
査の実施

検査回数
年１回
（５検
体）

年１回
（３検
体）

47
遺伝子組換検
査の実施

検査回数
年１回
（５検
体）

48
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

残留農薬検査
の実施

検査回数
年１回
（５検
体）

年１回
（５検
体）

210
残留農薬検査
の実施

検査回数
年１回
（５検
体）

215
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

こたつ布団ク
リーニング等

対象施設数 １６施設 ８施設 111
こたつ布団ク
リーニング等

対象施設数 １６施設 150
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

計量器定期検
査

対象施設数 　７施設 １３施設 22
計量器定期検
査

対象施設数 　８施設 27
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

31
学校給食の
管理に係る
事務

学校調理研究
会の参加負担
金等の支払

支払回数 　年１回 　年１回 18
学校調理研究
会の参加負担
金等の支払

支払回数 　年１回 23
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32 総
共同調理場
の受配校と
の調整

受配校の配膳作業の
円滑を図るために配
膳員を雇用

職員
内
部

1,938
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 1,979
現状維

持
有り 維持

32
共同調理場
の受配校と
の調整

出勤簿の確認
及び算定

確認及び算定
の回数

年１２回
（毎月
末）

年１２回
（毎月
末）

出勤簿の確認
及び算定

確認及び算定
の回数

年１２回
（毎月
末）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
運営方式見直しに向
けての調査、研究

予算
なし

32
共同調理場
の受配校と
の調整

配膳員への賃
金支払

支払回数 年１１回 年１１回 1,938
配膳員への賃
金支払

支払回数 年１１回 1,979
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
運営方式見直しに向
けての調査、研究

維持

32
共同調理場
の受配校と
の調整

給食等に関す
る連絡調整

適切な連絡調
整がなされな
かった回数

０件 ０件
給食等に関す
る連絡調整

適切な連絡調
整がなされな
かった回数

０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32
共同調理場
の受配校と
の調整

給食の配送及
び使用済み食
器等の回数

日数
年１８４
日

年１８４
日

給食の配送及
び使用済み食
器等の回数

日数 １８４日 済
必
要

不
可

不
可

無 有り 21
運営方式見直しに向
けての調査、研究

予算
なし

33 総

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

学校給食の充実 児童
義
務

51,086
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 49,967 5
学校給食の管
理運営に係る
事務

現状維
持

有り 維持
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第４次 第５次

488,101 488,101 530,625 530,625

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

学務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

学務課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

被服等必需品
の購入

購入施設数 １９施設 １９施設 20,250
被服等必需品
の購入

購入施設数 １９施設 22,000 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

厨房機器購入 購入施設数 １９施設 １９施設 30,836 厨房機器購入 購入施設数 １９施設 27,967
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

給食運搬車に
よる運搬

運搬日数 １８４日 １８４日
給食運搬車に
よる運搬

運搬日数 １８４日 済
必
要

不
可

不
可

無 有り 21
運営方式見直しに向
けての調査、研究

予算
なし

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

照会、調査等
の作成

照会等件数 年６０件 年６０件
照会、調査等
の作成

照会等件数 年６０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

学校行事等と
の調整・決定

調整等件数 １８４回 １８４回
学校行事等と
の調整・決定

調整等件数 １８４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

給食費の改定
にかかる研究

研究回数 年１回 ０回
給食費の改定
にかかる研究

研究回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

給食指導担当
者会議

会議開催回数 年３回 年３回
給食指導担当
者会議

会議開催回数 年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

統一献立の作
成

献立作成部会
の開催回数

年３回 年３回
統一献立の作
成

献立作成部会
の開催回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

新しい献立の
研究

調理研究会の
開催回数

年２回 年２回
新しい献立の
研究

調理研究会の
開催回数

年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

共同購入物資
の管理

受払簿の管理
日数

１８４日 １８４日
共同購入物資
の管理

受払簿の管理
日数

１８４日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

政府関係物資
（米・牛乳）
の購入申請

申請回数 年１回 年１回
政府関係物資
（米・牛乳）
の購入申請

申請回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

県給食会購入
物資（パン、
ひもの）の購
入申請

　申請回数 年１回 年１回

県給食会購入
物資（パン、
ひもの）の購
入申請

申請回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務

学校給食にお
ける地場産物
の活用

地場産給食の
実施回数

年３回 年３回
学校給食にお
ける地場産物
の活用

地場産給食の
実施回数

年３回 5
学校給食の管
理運営に係る
事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34 総

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務（納入業
者登録制の
導入）

学校給食の充実 児童
政
策

事務事業の目的達成
に向けて、現時点で
は成果が出ておら
ず、活動内容や方法
の改善により成果が
見込める。

Ｃ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

34

学校給食の
管理及び運
営に係る事
務（納入業
者登録制の
導入）

納入業者登録
制の導入及び
給食費のあり
方の検討

整備期限
平成２１
年３月

未整備

納入業者登録
制の導入など
給食費のあり
方の検討

検討期限
平成２２
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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第４次 第５次

488,101 488,101 530,625 530,625

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

学務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

学務課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

35 総

学校給食調
理、運搬及
び施設の維
持に係る事
務

学校給食の調理・運
搬・材料の調達を円
滑に行うため

児童
施
管

47,072

事務事業の目的達成
に向けて、方法の改
善により、成果が見
込める。

Ａ 40,322 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

35

学校給食調
理、運搬及
び施設の維
持に係る事
務

プロパンガス
等燃料費の支
払

支払回数 年１２回 年１２回 31,113
プロパンガス
等燃料費の支
払

支払回数 年１２回 26,231 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

35

学校給食調
理、運搬及
び施設の維
持に係る事
務

光熱水費の支
払

支払回数 年１２回 年１２回 14,378
光熱水費の支
払

支払回数 年１２回 13,956 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

35

学校給食調
理、運搬及
び施設の維
持に係る事
務

児童数・学級
数増加に伴う
施設修繕

修繕の完了期
限

平成２０
年８月

平成２０
年８月

1,481
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35

学校給食調
理、運搬及
び施設の維
持に係る事
務

電話料の支払 支払回数 年１２回 年１２回 86 電話料の支払 支払回数 年１２回 120 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

35

学校給食調
理、運搬及
び施設の維
持に係る事
務

火災保険料の
支払

支払回数 年１回 年１回 14
火災保険料の
支払

支払回数 年１回 15 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

36 総

学校給食運
搬車の維持
管理に係る
事務

学校給食運搬車の定
期点検、購入時のリ
サイクル料等

児童
義
務

23
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 65
現状維

持
有り 維持

36

学校給食運
搬車の維持
管理に係る
事務

車検代行手数
料等の支払

支払件数 年５件 年３件 18
車検代行手数
料等の支払

支払件数 年６件 40
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
運営方式見直しに向
けての調査、研究

維持

36

学校給食運
搬車の維持
管理に係る
事務

車検・車両買
替に伴うリサ
イクル料の支
払

支払件数 年１件 年１件 5

車検・車両買
替に伴うリサ
イクル料の支
払

支払件数 年３件 25
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
運営方式見直しに向
けての調査、研究

維持

36

学校給食運
搬車の維持
管理に係る
事務

学校給食運搬
車の運転日誌
の管理

行程、距離等
の確認実施日
数

１８４日 １８４日
学校給食運搬
車の運転日誌
の管理

行程、距離等
の確認実施日
数

１８４日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
運営方式見直しに向
けての調査、研究

予算
なし

37 総
共同調理場
施設設備の
点検

施設設備の法定点検 児童
施
管

237
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 239 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

37
共同調理場
施設設備の
点検

ボイラー排出
ガス測定

測定回数 年２回 年２回 126
ボイラー排出
ガス測定

測定回数 年２回 126
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

37
共同調理場
施設設備の
点検

簡易専用水道
検査・地下タ
ンク等の点検

点検回数 各年１回 各年１回 111
簡易専用水道
検査・地下タ
ンク等の点検

点検回数 各年１回 113
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

38 総

共同・単独
調理場の衛
生管理に係
る事務

調理場の害虫を防除
する

児童
施
管

3,918
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 3,993 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

38

共同・単独
調理場の衛
生管理に係
る事務

トイレ・揚水
ポンプ・ガラ
ス清掃等施設
の清掃

清掃回数 年４５回 年４５回 955

トイレ・揚水
ポンプ・ガラ
ス清掃等施設
の清掃

清掃回数 年４５回 970 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持
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④
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③
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③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額
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必
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事業名

活動量・サービス量の達成状況

38

共同・単独
調理場の衛
生管理に係
る事務

グリスフィル
ター・換気扇
等施設の清掃

清掃回数 年１回 年１回 2,583
グリスフィル
ター・換気扇
等施設の清掃

清掃回数 年１回 2,623 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

38

共同・単独
調理場の衛
生管理に係
る事務

施設の消毒業
務

害虫駆除消毒
の回数

年２回 年２回 380
施設の消毒業
務

害虫駆除消毒
の回数

年２回 400 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

39 総
共同調理場
の維持管理
に係る事務

共同調理場の施設設
備の維持管理

児童
施
管

4,037
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 4,087 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

39
共同調理場
の維持管理
に係る事務

警備業務委託 警備日数 ３６５日 ３６５日 530 警備業務委託 警備日数 ３６５日 535 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

39
共同調理場
の維持管理
に係る事務

自家用電気設
備保守点検委
託

月次及び年次
点検回数

月２回
（月次）
年１回
（年次）

月２回
（月次）
年１回
（年次）

247
自家用電気設
備保守点検委
託

月次及び年次
点検回数

月２回
（月次）
年１回
（年次）

250 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

39
共同調理場
の維持管理
に係る事務

消防用設備保
守点検委託

保守点検回数 年２回 年２回 40
消防用設備保
守点検委託

保守点検回数 年２回 42 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

39
共同調理場
の維持管理
に係る事務

ボイラー維持
管理委託

定期点検及び
本体整備回数

年１２回 年１２回 719
ボイラー維持
管理委託

定期点検及び
本体整備回数

年１２回 730 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

39
共同調理場
の維持管理
に係る事務

除害施設維持
管理委託

維持管理回数 年４８回 年４８回 2,407
除害施設維持
管理委託

維持管理回数 年４８回 2,410 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

39
共同調理場
の維持管理
に係る事務

複写機保守点
検委託

保守点検回数
年１２回
（使用
料）

年１２回
（使用
料）

94
複写機保守点
検委託

保守点検回数
年１２回
（使用
料）

120 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

40 総

共同調理場
の調理機器
等の維持管
理に係る事
務

共同調理場の施設設
備の維持管理

児童
施
管

2,615
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 2,870 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

40

共同調理場
の調理機器
等の維持管
理に係る事
務

温水ボイラー
及び調理機器
点検委託・炊
飯機保守点検
委託

保守点検回数 各年１回 各年１回 1,319

温水ボイラー
及び調理機器
点検委託・炊
飯機保守点検
委託

保守点検回数 各年１回 1,330 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

40

共同調理場
の調理機器
等の維持管
理に係る事
務

グリストラッ
プ汚泥処理委
託

汚泥処理回数 年３回 年３回 1,296
学校給食産業
廃棄物汚泥処
理委託

汚泥処理回数 年３回 1,540 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

41 総
単独調理場
の維持管理
に係る事務

単独調理場の施設設
備の維持管理

児童
施
管

7,851
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 8,003 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

41
単独調理場
の維持管理
に係る事務

給食用昇降機
の保守点検

保守点検回数 年１２回 年１２回 7,483
給食用昇降機
の保守点検

保守点検回数 年１２回 7,643 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

41
単独調理場
の維持管理
に係る事務

ガスヒートポ
ンプエアコン
の保守点検

保守点検回数 年１回 年１回 299
ガスヒートポ
ンプエアコン
の保守点検

保守点検回数 年１回 290 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持
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③
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41
単独調理場
の維持管理
に係る事務

自動ドアの保
守点検

保守点検回数 年２回 年２回 69
自動ドアの保
守点検

保守点検回数 年２回 70 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

42 総
給食施設の
維持管理に
係る事務

給食施設の維持管理 児童
施
管

13,505
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 13,419 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

42
給食施設の
維持管理に
係る事務

修繕補修等の
施工

施工施設数 １９施設 １９施設 13,476
修繕補修等の
施工

施工施設数 １９施設 13,389 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

42
給食施設の
維持管理に
係る事務

補修部品の購
入

購入施設校数 １９施設 １９施設 29
補修部品の購
入

購入施設校数 １９施設 30 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

43 総
学校給食食
器改善事業

楽しい食事ができる
よう強化磁器食器を
導入する。

児童
政
策

学校給食食
器改善事業

4,822
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

43
学校給食食
器改善事業

強化磁器食器
類の導入

食器類の納品
期限

平成２０
年８月

平成２０
年１２月

3,687
強化磁器食器
類の一部導入

食器類の整備
期限

平成21
年４月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

43
学校給食食
器改善事業

導入に伴う施
設整備

修繕の完了期
限

平成２０
年８月

平成２０
年８月

1,135
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

43
学校給食食
器改善事業

導入に伴う設
備整備

備品類の整備
期限

平成２０
年８月

平成２０
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

44 総
学校給食用
物資の購入

学校給食で使用する
食材等の購入、支払
い事務

児童
義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

44
学校給食用
物資の購入

一般物資の購
入

注文回数 週１回 週１回
一般物資の購
入

注文回数 週１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

44
学校給食用
物資の購入

物資選定部会
で登録業者か
ら共同購入す
る物資の購入

注文回数 週１回 週１回

物資選定部会
で登録業者か
ら共同購入す
る物資の購入

注文回数 週１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

44
学校給食用
物資の購入

政府物資の購
入

購入回数 週１回 週１回
政府物資の購
入

購入回数 週１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

44
学校給食用
物資の購入

業者への支払
事務

支払回数
年１２回
（毎月）

年１２回
（毎月）

業者への支払
事務

支払回数 月１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

45 総
学校給食の
栄養管理に
係る事務

適正な栄養価の給食
を提供する

国・県
義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

45
学校給食の
栄養管理に
係る事務

学校給食の献
立作成及び実
施献立の栄養
計算（実施報
告）

栄養計算回数 年１１回 年１１回

学校給食の献
立作成及び実
施献立の栄養
計算（実施報
告）

栄養計算回数 年１１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

45
学校給食の
栄養管理に
係る事務

学校給食栄養
管理報告

栄養価の年報
の作成回数

年１回 年１回
学校給食栄養
管理報告

栄養価の年報
の作成回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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46 総
食育推進に
係る事務

子ども、保護者に食
の大切さを伝え、子
どもの健全な食生活
の実現を図る

児童
義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

46
食育推進に
係る事務

食に関する指
導の実施（学
校訪問）

実施クラス数
５７クラ
ス

５７クラ
ス

食に関する指
導の実施（学
校訪問）

実施クラス数
５７クラ
ス

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

46
食育推進に
係る事務

児童向けのミ
ニ給食ニュー
スの作成

作成回数
年１８４
回

年１８４
回

児童向けのミ
ニ給食ニュー
スの作成

作成回数 １８４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

46
食育推進に
係る事務

保護者向けの
給食ニュース
の作成

作成回数
年１２回
（毎月）

年１２回
（毎月）

保護者向けの
給食ニュース
の作成

作成回数
月１回 不

可
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

47 総
学校給食の
衛生管理に
係る事務

給食調理の衛生確認 国
義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

47
学校給食の
衛生管理に
係る事務

給食食材の検
収・保存食の
採取

採取回数
年１８４
回

年１８４
回

給食食材の検
収・保存食の
採取

採取回数 １８４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

47
学校給食の
衛生管理に
係る事務

献立に沿った
作業工程表の
作成・ミー
ティング

作成回数 週１回 週１回

献立に沿った
作業工程表の
作成・ミー
ティング

作成回数 週１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

47
学校給食の
衛生管理に
係る事務

作業動線図の
作成

作成回数 週１回 週１回
作業動線図の
作成

作成回数 週１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48 総
学校給食の
調理

設定された時間内に
安全な給食を調理す
る。

児童
義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

48
学校給食の
調理

衛生管理マ
ニュアル・作
業工程表に
沿った調理

調理日数
年１８４
日

年１８４
日

衛生管理マ
ニュアル・作
業工程表に
沿った調理

調理日数 １８４日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48
学校給食の
調理

使用した調理
機器、器具、
食器及び食缶
の洗浄及び消
毒

消毒回数
年１８４
日

年１８４
日

使用した調理
機器、器具、
食器及び食缶
の洗浄及び消
毒

消毒回数 １８４日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48
学校給食の
調理

学校給食残渣
の資源化

回収回数 週２回 週２回
学校給食残渣
の資源化

回収回数 週２回
不
可

必
要

不
可

済 無 なし
予算
なし

48
学校給食の
調理

米飯給食の回
数の見直し

回数の増
平成20
年10月

平成20
年10月

米飯給食の回
数の見直し

回数の増
平成２１
年４月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

49 総
共同調理場
の維持管理

ボイラー取り扱いに
伴うボイラー技師及
び灯油タンク取り扱
いに伴う危険物取り
扱い者の配備

職員
施
管

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

49
共同調理場
の維持管理

ボイラーの運
転業務

稼働日数 ２４６日 ２２９日
ボイラーの運
転業務

稼働日数 ２４６日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

49
共同調理場
の維持管理

燃料使用量等
計器類の確認
及び水質等管
理

確認及び管理
日数

２４６日 ２２９日

燃料使用量等
計器類の確認
及び水質等管
理

確認及び管理
日数

２４６日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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事務事業の目的に対
する成果の状況
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方
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継
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学務課
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市
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協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

50 総
湘南教職員
福利厚生会
に係る事務

教育文化活動を推進
するとともに、教職
員相互の親睦と扶助
の精神に基づいて福
利厚生活動を行い、
学校教育の振興に寄
与する。

県費負
担教職

員

義
務

9,024
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 9,133
現状維

持
有り 維持

50
湘南教職員
福利厚生会
に係る事務

福利厚生活動
業務の執行依
頼

理事会及び評
議員会の開催
回数

年１回 年１回 9,024
福利厚生活動
業務の執行依
頼

理事会及び評
議員会の開催
回数

年１回 9,133 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

51 総

学校職員の
定期健康診
断に係る事
務(小学校)

学校教育の円滑な実
施のため職員自身の
問題のみならず、教
育上児童生徒に影響
を及ぼすと考えられ
る職員の健康の保持
増進を図る。

県費負
担教職

員

義
務

7,324
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 7,550 7
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

拡大 有り 維持

51

学校職員の
定期健康診
断に係る事
務(小学校)

健康診断の実
施

実施回数 年４回 年４回 7,324
健康診断の実
施

実施回数 年４回 7,550 7
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

51

学校職員の
定期健康診
断に係る事
務(小学校)

勤務状況の実
態把握

実施回数 年１回 年０回
勤務状況の実
態把握

実施回数 年１回 7
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 22
医師による面接指導
の検討

予算
なし

52 総

学校職員の
定期健康診
断に係る事
務(中学校)

学校教育の円滑な実
施のため職員自身の
問題のみならず、教
育上児童生徒に影響
を及ぼすと考えられ
る職員の健康の保持
増進を図る。

県費負
担教職

員

義
務

5,557
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 5,724 7
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

拡大 有り 維持

52

学校職員の
定期健康診
断に係る事
務(中学校)

健康診断の実
施

実施回数 年４回 年４回 5,557
健康診断の実
施

実施回数 年４回 5,724 7
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
事務の一部について
再任用職員の活用

維持

52

学校職員の
定期健康診
断に係る事
務(中学校)

勤務状況の実
態把握

実施回数 年１回 年０回
勤務状況の実
態把握

実施回数 年１回 7
学校職員の定
期健康診断に
係る事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 22
医師による面接指導
の検討

予算
なし

53 総

１６市学校
教育課長会
議に係る事
務

16市の学校教育課
長の研修、情報交換
を行い、事務の円滑
化・服務の適正化を
図る。

県費負
担教職

員

内
部

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

53

１６市学校
教育課長会
議に係る事
務

16市の学校教
育課長（教職
員担当）の研
修・情報交換

会議出席回数 年５回 年５回

16市の学校教
育課長（教職
員担当）の研
修・情報交換

会議出席回数 年５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

54 総

児童・生徒
数（実数・
見込数）の
調査把握

学級編制、教職員定
数の申請の基礎資料
とするため児童生徒
数を把握する

児童・
生徒

内
部

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

54

児童・生徒
数（実数・
見込数）の
調査把握

児童生徒数の
推計、把握

調査及び推計
回数

年１０回 年１０回
児童生徒数の
推計、把握

調査及び推計
回数

年１０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

55 総
学級編制事
務

学級規模を適正に
し、学習に適した環
境を作る

児童・
生徒

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

55
学級編制事
務

学級編制に係
るヒアリング
の実施

調査及び指導
回数

年４回 年４回
学級編制に係
るヒアリング
の実施

調査及び指導
回数

年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

55
学級編制事
務

小中学校の学
級編制に係る
県教育委員会
への申請

申請回数 年３回 年３回

小中学校の学
級編制に係る
県教育委員会
への申請

申請回数 年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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③
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おける課の重点事業

必要性
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の

必
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②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額
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事
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活動量・サービス量の達成状況

55
学級編制事
務

小中学校の学
級数に基づく
教職員定数の
配分の申請

教職員定数配
当申請回数

年３回 年３回

小中学校の学
級数に基づく
教職員定数の
配分の申請

教職員定数配
当申請回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

55
学級編制事
務

教職員定数以
外の教職員の
加配の県教育
委員会への要
望

規定外定数加
配要望回数

年２回 年２回

教職員定数以
外の教職員の
加配の県教育
委員会への要
望

規定外定数加
配要望回数

年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

55
学級編制事
務

決定した配当
数の市内小中
学校への配分

配当数の配分
回数

年１回 年１回
決定した配当
数の市内小中
学校への配分

配当数の配分
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

56 総
教職員の分
限・懲戒に
係る事務

県費負担教職員の規
律と秩序を維持する

県費負
担教職

員

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

56
教職員の分
限・懲戒に
係る事務

分限・懲戒に
関する事務手
続

県教育委員会
への内申回数

年０回 年２回
分限・懲戒に
関する事務手
続

県教育委員会
への内申回数

年０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

57 総

教職員の服
務の監督・
指導に係る
事務

県費負担教職員が適
正な服務を行うよう
監督・指導する。

県費負
担教職

員

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

57

教職員の服
務の監督・
指導に係る
事務

県費負担教職
員の服務の監
督・指導

監督指導日数 ３６５日 ３６５日
県費負担教職
員の服務の監
督・指導

監督指導日数 ３６５日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

58 総
教職員の昇
給・昇格に
係る事務

適正な昇給・昇格事
務を実施する。

県費負
担教職

員

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

58
教職員の昇
給・昇格に
係る事務

県費負担教職
員の昇給・昇
格に関する事
務手続

事務処理の回
数

年1回 年1回

県費負担教職
員の昇給・昇
格に関する事
務手続

事務処理の回
数

年1回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

58
教職員の昇
給・昇格に
係る事務

県費負担教職
員の勤勉手当
成績率適用に
関する事務手
続

事務処理の回
数

年２回 年２回

県費負担教職
員の勤勉手当
成績率適用に
関する事務手
続

事務処理の回
数

年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

59 総
教職員の休
業・休職に
係る事務

県教育委員会に適正
な休業・休職の内申
を行う。

県費負
担教職

員

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

59
教職員の休
業・休職に
係る事務

県費負担教職
員の休業・休
職に関する事
務手続

内申回数 ４０件 ５５件

県費負担教職
員の休業・休
職に関する事
務手続

内申回数 ４０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

60 総

教職員の採
用・辞職・
配置換に係
る事務

教職員の適正な配置
に努める。教職員の
編成を刷新強化す
る。

県費負
担教職

員

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 6

教職員の採
用・辞職・配
置換に係る事
務

現状維
持

なし
予算
なし

60

教職員の採
用・辞職・
配置換に係
る事務

県費負担教職
員の採用・辞
職・配置換に
必要な事務手
続

内申回数 年３回 年３回

県費負担教職
員の採用・辞
職・配置換に
必要な事務手
続

内申回数 年３回 6

教職員の採
用・辞職・配
置換に係る事
務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

61 総

臨時教職員
の採用・辞
職・内申・
登録に係る
事務

臨時教職員の採用等
の手続を行う

県費負
担教職

員

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし
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第４次 第５次

488,101 488,101 530,625 530,625

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

学務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

学務課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

61

臨時教職員
の採用・辞
職・内申・
登録に係る
事務

臨時職員の採
用・辞職・内
申・登録

採用手続の対
象件数

３５０件 ３５０件
臨時職員の採
用・辞職・内
申・登録

採用手続の対
象件数

３５０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

61

臨時教職員
の採用・辞
職・内申・
登録に係る
事務

湘南三浦教育
事務所等への
連絡事務

出張回数 年５０回 年５０回
湘南三浦教育
事務所等への
連絡事務

出張回数 年５０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

62 総
市費による
教員の任用
に係る事務

市費による教員の任
用について調査・検
討を行う

市費負
担教職

員

政
策

市費教員任
用事業

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 9,686 2
市費教員任用
事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

62
市費による
教員の任用
に係る事務

市費による教
員の配置に係
る調査・研究

県内１６市の
実施状況調査

年１回 年１回
市費による教
員の任用

任用教員数 ３人 9,686 2
市費教員任用
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

63 総
教職員の研
修・派遣に
係る事務

民間企業での経験を
活かし、子どもの個
性を生かす指導がで
きるよう、また組織
の活性化に貢献でき
るよう、教員の資質
向上を図る。

県費負
担教職

員

政
策

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

63
教職員の研
修・派遣に
係る事務

教職員の民間
企業派遣、総
合教育セン
ターへの研修
派遣

派遣に伴う事
務手続回数

年５回 年５回

教職員の民間
企業派遣、総
合教育セン
ターへの研修
派遣

派遣に伴う事
務手続回数

年５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

64 総
教職員の事
故報告に係
る事務

県費負担教職員の規
律と秩序を維持する

県費負
担教職

員

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

64
教職員の事
故報告に係
る事務

事故防止と県
費教職員の事
故に係る報告

報告書等の作
成回数

年０回 年５回
事故防止と県
費教職員の事
故に係る報告

報告書等の作
成回数

年０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

65 総

湘三管内人
事担当者会
議に係る事
務

人事関係事務につい
ての連絡調整を行
い、適正な人事事務
を実施する。

県費負
担教職

員

内
部

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

65

湘三管内人
事担当者会
議に係る事
務

人事関係事務
についての連
絡調整

会議出席回数 年５回 年５回
人事関係事務
についての連
絡調整

会議出席回数 年５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

66 総
教職員の免
許資格に係
る事務

教育職員免許状につ
いて、取得義務また
は取得希望のある者
について、その申請
を行う。

県費負
担教職

員

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

66
教職員の免
許資格に係
る事務

免許申請 申請受付回数 年１６回 年１０回 免許申請 申請受付回数 年１６回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

66
教職員の免
許資格に係
る事務

免許更新制度
の周知

説明会回数 年１回 年１回
免許更新制度
の周知

説明会回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

67 総
教職員の表
彰に係る事
務

教育に貢献のあった
個人に対してその業
績を表彰し、教育の
振興及び発展に寄与
する。

県費負
担教職

員

政
策

7
適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 8 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

67
教職員の表
彰に係る事
務

表彰候補者の
内申・推薦

内申・推薦回
数

１回 １回 7
表彰候補者の
内申・推薦

内申・推薦回
数

１回 8
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持



業務棚卸評価シート（平成２１年度版） 19/19

第４次 第５次

488,101 488,101 530,625 530,625

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

学務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

学務課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

68 総

教職員の公
務・通勤災
害に係る事
務

公務災害による損害
を補償し、及び必要
な福祉事業を行い、
もって教職員及びそ
の遺族の生活の安定
と福祉の向上に寄与
する。

県費負
担教職

員

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

68

教職員の公
務・通勤災
害係る事務
係る事務

教職員の公務
（通勤）災害
に係る事務

公務災害認定
請求の受付件
数

０件 １２件
教職員の公務
（通勤）災害
に係る事務

公務災害認定
請求の受付件
数

０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

69 総

市教委主催
の福利厚生
事業係る事
務

教職員の健康増進を
図る。

県費負
担教職

員

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

69

市教委主催
の福利厚生
事業係る事
務

教職員バレー
ボール大会の
実施

実施回数 年１回 年１回
教職員バレー
ボール大会の
実施

実施回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

70 総

教職員団体
との交渉係
る事務係る
事務

教職員団体と適法な
交渉を実施する。

教職員
団体

義
務

適切な事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

70
教職員団体
との交渉に
係る事務

登録された教
職員団体との
勤務条件等に
係る交渉

適法な交渉の
実施回数

２４回 １３回

登録された教
職員団体との
勤務条件等に
係る交渉

適法な交渉の
実施回数

年２４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし


